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「本件発電所」という。）の事故（以下「本件事故」という。）により放出された

放射性物質によってその当時の居住地が汚染されたと主張する者又はその承継人で

ある。本件は、被上告人らが、上告人に対し、上告人が津波による本件発電所の事

故を防ぐために電気事業法（平成２４年法律第４７号による改正前のもの。以下同

じ。）に基づく規制権限を行使しなかったことが違法であり、これにより損害を被

ったなどと主張して、国家賠償法１条１項に基づく損害賠償を求めるとともに、人

格権又は同項に基づく原状回復請求として、本件事故当時の居住地における空間放

射線量率を０．０４マイクロシーベルト毎時以下にすることを求める事案である。 

 ２ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は、次のとおりである。 

  本件発電所の概要 

ア 本件発電所は、東京電力が設置し運営する原子力発電所であり、福島県双葉

郡双葉町及び大熊町にまたがって所在している。 

イ 本件発電所には、昭和４６年から昭和５４年にかけて順次運転が開始された

１号機から６号機までの６基の原子炉が設置されており、いずれの原子炉も沸騰水

型軽水炉である。本件発電所の原子炉施設は、原子炉格納容器を収容する原子炉建

屋、蒸気タービンを収容するタービン建屋等から成っている。 

ウ 本件発電所の１号機から４号機までの各原子炉（以下、併せて「本件各原子

炉」という。）に係る原子炉建屋、タービン建屋等の主要な建屋（以下「主要建

屋」という。）は、いずれも海抜１０ｍ（以下、海抜高は小名浜港工事基準面を基

準とした数値である。）の平らな土地上にあり、本件各原子炉は、北から南に向か

って１号機から４号機の順に一列に設置されている（以下、主要建屋の敷地を「本

件敷地」という。）。本件敷地の東側及び南東側は、海水をくみ上げるポンプ等の

設備が設置された海抜４ｍの区画等を挟んで海に面している。 

エ 本件各原子炉に係る原子炉施設（以下「本件各原子炉施設」という。）で

は、原子炉の運転により発電した電力や外部の変電所から供給される電力が利用さ

れていたが、これらの電力をいずれも利用することができない場合に備えて、非常
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用ディーゼル発電機及びこれにより発電した電力を他の設備に供給するための電気

設備（以下、併せて「本件非常用電源設備」という。）が主要建屋の中に設置され

ていた。 

  原子力発電所の設計津波水位の評価方法に関する報告書の作成 

 社団法人土木学会原子力土木委員会の下に設置された津波評価部会は、平成１４

年２月、原子力発電所の設計津波水位の評価方法を示したものとして、「原子力発

電所の津波評価技術」と題する報告書（以下「平成１４年津波評価技術」とい

う。）を作成した。平成１４年津波評価技術は、プレート境界型地震に伴う津波に

ついて、評価地点に最も大きな影響を及ぼしたと考えられる既往津波を選定し、そ

の既往津波の沿岸における痕跡高を最もよく説明できる断層モデルを基に基準断層

モデルを設定した上で、想定津波の不確定性を設計津波水位に反映させるため、基

準断層モデルの諸条件を合理的と考えられる範囲内で変化させた数値計算を多数実

施し、評価地点に最も影響を与える津波に基づいて設計津波水位を求めるなどとし

ていた。 

 三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価を取りまとめた文書の公表 

地震調査研究推進本部地震調査委員会は、地震防災対策特別措置法に基づいて文

部科学省に設置された機関であり、関係行政機関の職員及び学識経験のある者のう

ちから文部科学大臣が任命する委員によって構成されるところ、平成１４年７月、

三陸沖から房総沖にかけての日本海溝沿いの領域を対象とした長期的な観点での地

震発生の可能性、震源域の形態等についての評価を取りまとめたものとして、「三

陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について」と題する文書（以下「本

件長期評価」という。）を公表した。本件長期評価は、上記の日本海溝沿いの領域

のうち、三陸沖北部から房総沖にかけての日本海溝寄りの南北に細長い領域に関

し、明治２９年に発生した明治三陸地震と同様の地震が上記領域内のどこでも発生

する可能性があること、上記領域内におけるマグニチュード８クラスのプレート間

大地震（津波地震）については、今後３０年以内の発生確率が２０％程度、今後５


